
人事行政の運営状況等の公表

平成29年度

平成29年10月

宇　土　市



１　職員の任免及び職員数に関する状況

（１）　職員数に関する状況（平成28年度）

退職(B) 採用(C)
平成24年

4月1日現在
平成19年

4月1日現在

15 14 265 284
※採用欄はH28.4.2からH29.4.1までの採用者数

（２）　職員の採用状況（平成28年度）
試験の程度 平成28年度 平成27年度 増減

2 3 -1
1 1 0

大卒程度 7 7 0
4 6 -2
14 17 -3

※平成28年度はH28.4.2からH29.4.1まで，27年度はH27.4.2からH28.4.1までの採用者数

（３）　再任用職員の採用状況（平成28年度）

（４）　退職者の状況（平成28年度）
退職者数

5
5
0
1
2
2
15

（５）　部門別職員数の状況（4月1日現在）
区分

部門 平成29年度 平成28年度
議　　会 4 4 0
総　　務 71 71 0
税　　務 15 16 △ 1
民　　生 28 23 5
衛　　生 14 16 △ 2
労　　働 0 0 0

農林水産 22 21 1
商　　工 6 6 0
土　　木 19 20 △ 1

教育委員会 43 48 △ 5

9 9 0
6 6 0

21 19 2
36 34 2

258 259 △ 1
[297] [297]

（注）　合計欄の[　　]内は，条例定数の合計です。

平成28年4月1日
現在の職員数

(A)

28年度中の異動 平成29年4月1日
現在の職員数

(A)-(B)+(C)

（参考）5年前・10年前の職員数

259 258

区　　分 備考
一般事務

高卒程度 H27のその他欄は，幼稚園教諭2，学芸員1，
経験者土木1，経験者建築2

H28のその他欄は，幼稚園教諭1，経験者保
健師2，教育委員会指導主事1

土木
行政

その他
合　　計

区分 フルタイム勤務 短時間勤務 合計

一般行政職 0 7 7

区　　分 備　　考
定年退職

定年前早期退職（勧奨） 早期退職特別加算あり

定年前早期退職（希望）

普通退職（長期勤続後）

自己都合退職（20年未満勤続）

退職手当を支給されないもの 教育委員会指導主事ほか

合　　計

職員数 対前年
増減数

主な増減理由

普通会計
部門

一
般
行
政
部
門

育休予定者の加配を減員

業務量の増加

育休者の総務課付による減員，業務分担見直し

業務分担見直し

業務量の減少

計 179 177 2

育休予定者の加配を減員，機構改革による減員

小　　計 222 225 △ 3

公営企業
等会計
部門

水　　道
下　水　道
そ　の　他 業務量の増加

小　　計

合　　計

1



（６）　職務上の地位別職員数（各年度4月1日現在）

職員数 うち女性 職員数 うち女性 職員数 うち女性
10 1 8 1 2 0
33 3 37 2 △ 4 1
22 9 14 7 8 2
45 21 45 13 0 8

148 69 155 76 △ 7 △ 7
258 103 259 99 △ 1 4

（７）　年齢別職員構成の状況（平成29年4月1日現在）

(８）職員数の推移（各年度4月1日現在） （単位：人・％）

182 183 181 178 177 179 -1.65%

48 46 45 46 48 43 -10.42%

230 229 226 224 225 222 -3.48%

35 33 32 34 34 36 2.86%

265 262 258 258 259 258 -2.64%

職　　位
平成29年度 平成28年度 増　　減

H25 H26 H27 H28

部　長　級
課　長　級

課長補佐級
係長・主幹級
その他の職員

合　　計

総合計

2

H29
過去５年間の
増減数（率）

一般行政職

教　育

普通会計計

公営企業会計

　　　　　　　年度
部門別

H24

-19 20-23 24-27 28-31 32-35 36-39 40-43 44-47 48-51 52-55 56-59 60-

H29.4.1（258人） 5 12 21 24 27 35 40 37 22 8 27 0

5年前（265人） 0 7 24 23 32 43 28 26 9 33 40 0
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（１）　総括

　①　人件費の状況　（普通会計決算）

千円 ％ ％
人件費には，特別職に支給される給料，報酬等を含みます。

　②　職員給与費の状況　（普通会計決算）

人
１．職員手当には退職手当を含みません。

２．職員数は，平成28年4月1日現在の人数です。

３．給与費については，再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれます。

４．普通会計以外にその他特別会計として国民健康保険会計や介護保険事業会計，上水道会計，下水道会計などがあります。

５．本表には教育長は含まれていません。

　③　ラスパイレス指数の状況

１．ラスパイレス指数とは，全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため，国の職員数（構

　成）を用いて，学歴や経験年数の差による影響を補正し，国の行政職棒給表（一）適用職員の棒給月額を100として

　計算した指数です。

２．類似団体平均とは，人口規模，産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

３．平成25年は，国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無いとした場合の

  値です。

※平成28年4月1日のラスパイレス指数が，①3年前に比べ1ポイント以上上昇している場合，②3年連続で上昇している場合，③100を超えている

　場合について，その理由及び改善の見込み

④　給与制度の総合的見直しの実施状況について

ア　給料表の見直し

［　　実施　　］

イ　地域手当の見直し

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

ウ　その他の見直し内容

　給与制度の総合的見直しを国より１年遅れで実施したことと，５５歳以上の職員に対する昇給制度が国と異なることなどが考えら
れる。

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては，俸給表の水準の平均２％の引き下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取
り組むとされている。

　県内各団体の状況を踏まえ，給与制度の総合的見直しを実施。国の俸給表等に準じた給料表に平成28年4月から切り替えた。な
お，激変緩和のため，3年間（平成31年3月31日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

　県外事務所等に勤務する職員に対する地域手当について，級区分の見直しを実施。支給割合は，国より1年遅れで改定。

　特になし

区　分
住民基本台帳人口 歳出額

実質収支
人件費 人件費率 （参考）27年度の人

件費率（Ｈ29.1.1現在） （Ａ） （Ｂ） （Ｂ/Ａ）
28 年度 37,598 人 18,396,884 千円 674,614 2,354,902 千円 12.8 15.8

（注）

区　分
職員数 給　　与　　費 （参考）一人あた

り給与費（Ｂ/Ａ）
（参考）28年度類似

団体平均（Ａ） 給料 職員手当 期末･勤勉手当 計　（Ｂ）
28 年度 225 832,302 千円 246,652 千円 322,813 千円 1,401,767 千円 6,230 千円 5,780 千円

（注）

（注）
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（２）　職員の平均給与月額，初任給等の状況

　①　職員の平均年齢，平均給料月額および平均給与月額の状況（平成28年4月1日現在）

１．「平均給料月額」とは，平成28年4月1日現在における一般行政職の職員の基本給平均です。

２．「平均給与月額」とは，給料月額と毎月支払われる扶養手当，地域手当，住居手当，時間外勤務手当などの

　全ての諸手当の額を合計したものであり，地方公務員給与実態調査において明らかにされています。

また，「平均給与月額（国比較ベース）」は，比較のため，国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当を

除いたもの）で算出しています。

　②　職員の初任給の状況（平成29年4月1日現在）

１．大学卒の初任給は，宇土市および熊本県においては，大卒程度試験による採用の場合，国においてはⅡ種試験

　　　採用による場合の額。

　③　職員の経験年数別・学歴別平均給料額の状況（平成29年4月1日）

（３）　一般行政職の級別職員数等の状況

　①　一般行政職の級別職員数および給料表の状況（平成29年4月1日現在）

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

１．宇土市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

２．標準的な職務内容とは，それぞれの級に該当する代表的な職名です。

３．一般行政職の中には，税務職，幼稚園教諭，水道業務等の職員は含みません。

区　　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国比較ベース）

宇　土　市 41.2 歳 313,000 円 340,196 円 337,247 円

熊　本　県 43.3 歳 340,459 円 400,221 円 円

国 43.6 歳 331,816 円 － 410,984 円

317,879 円 373,353

367,148

円 343,643 円

（注）

区　　　分 宇　土　市 熊　本　県 国

類似団体 42.3 歳

一般行政職
大学卒 178,200 円 183,300 円 178,200 円

高校卒 146,100 円 149,000 円 146,100 円

（注）

区　　　分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

一般行政職
大学卒 257,200 円 345,900 円 365,800 円 376,500 円

高校卒 224,500 円 299,500 円 351,800 円 368,200 円

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比 1号給の給料月額 最高号給の給料月額

303,400

１　級 主事及び技師並びに主任の職務 28 13.7 141,600 246,600

46 22.5 227,900 349,200

２　級
高度な知識を必要とする業務を行う主事
及び技師並びに主任の職務

28 13.7 191,700

４　級

１　課長補佐の職務
２　主幹の職務
３　高度な知識経験を必要とする業務を
　　行う係長及び参事の職務

45 22.1 261,100 380,200

３　級 係長及び参事の職務

５　級

１　課長の職務
２　事務総括及び技術総括の職務
３　高度な知識経験を必要とする業務を
　　行う課長補佐及び主幹の職務

36 17.6 287,100 392,200

361,800 444,100

６　級

１　審議員の職務
２　高度な知識経験を必要とする業務を
　　行う課長の職務
３　高度な知識経験を必要とする業務を
　　行う事務総括及び技術総括の職務
４　指導主事の職務

11 5.4 317,700 409,400

（注）

７　級

１　部長の職務
２　首席審議員の職務
３　高度な知識経験を必要とする業務を
　　行う審議員の職務

10 4.9

4



　②　昇給への勤務成績の反映状況

 イ　人事評価を実施した

標準に加え，上位及び下位の区分も適用

標準に加え，上位の区分も適用

標準に加え，下位の区分も適用

標準の区分のみ適用

 ﾛ　人事評価を実施していない

平成18年度以降，管理職員・一般職員ともに人事評価を実施し，標準に加え上位及び下位の区分も適用しています。

しかし，平成28年度においては，熊本地震の影響により人事評価が実施できなかったものです。

（４）　職員手当の状況

　①　期末手当・勤勉手当

1人当たり平均支給額（H28年度） 1人当たり平均支給額（H28年度） 1人当たり平均支給額（H28年度）

（H28年度分支給割合） （H28年度分支給割合） （H28年度分支給割合）
期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職（級別）加算　5％～15％ ・役職加算　　5％～20％ ・役職加算　　5％～20％
・管理職加算　15％～25％ ・管理職加算　10％～25％

支給割合欄の（　）内は，再任用職員にかかる支給割合です。

○勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

 イ　人事評価を実施した

標準に加え，上位及び下位の成績率も適用

標準に加え，上位の成績率も適用

標準に加え，下位の成績率も適用

標準の成績率のみ適用

 ﾛ　人事評価を実施していない

平成18年度以降，管理職員・一般職員ともに人事評価を実施し，標準に加え上位及び下位の成績率も適用しています。

しかし，平成28年度においては，熊本地震の影響により人事評価が実施できなかったものです。

○ ○

○ ○

（注）

平成28年度中における運用
宇土市 国

管理職員 一般職員 特定管理職員 一般職員

○ ○

特定管理職員 一般職員

○ ○

平成28年4月2日から平成29年4月1日までにおける運用
宇土市 国

管理職員 一般職員

○ ○

宇土市 熊本県 国

1,402 千円 1,668 千円 － 千円

2.60 月分 1.70 月分 2.60 月分 1.60 月分 2.60 月分 1.70 月分
(1.45) 月分 (0.8) 月分 (1.45) 月分 (0.75) 月分 (1.45) 月分 (0.8) 月分

職務の級による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）
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　②　退職手当（平成29年4月1日現在）

（支給率） （支給率）
勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分
勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分
勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分
その他の加算措置 その他の加算措置
・早期退職特別加算（2%～45%） ・定年前早期退職特例措置（2%～45%）
・退職時特別昇給：無
一人当たり平均支給額 千円 千円

退職手当の1人当たり平均支給額は，平成28年度に退職した職員に支給された平均額です。

　③　地域手当
（平成29年4月1日現在）

千円
円

％ 人 ％
％ 人 ％
％以下 人 ％

地域手当補正後ラスパイレス指数とは，地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため，

地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

（補正前のラスパイレス指数×（1＋当該団体の地域手当支給率）／（1＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）

　④　特殊勤務手当（平成29年4月1日現在）
千円

円

％

種類

　⑤　時間外勤務手当
支給実績（平成28年度決算） 千円
職員1人当たり平均支給年額（平成28年度決算） 千円
支給実績（平成27年度決算） 千円
職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 千円
（注） １．時間外勤務手当には，休日勤務手当を含みます。

宇土市 国
自己都合 早期・定年 自己都合 応募認定・定年

20.445 25.55625 20.445 25.55625

29.145 34.5825 29.145 34.5825
41.325 49.59 41.325 49.59
49.59 49.59 49.59 49.59

5,619 22,709
（注）

支給実績（平成28年度決算） 584
支給職員1人当たり平均支給年額（平成28年度決算） 583,632
支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

東京都のうち特別区 20 1 20
大阪府のうち大阪市 16 0 16
福岡県のうち福岡市 10 0 10

地域手当補正後ラスパイレス指数　　（ラスパイレス指数） 99.1　　(99.1）
（注）

支給実績（平成28年度決算） 1,153
支給職員1人当たり平均支給年額（平成28年度決算） 23,062
職員全体に占める手当支給職員の割合（平成28年度） 19.3
手当の種類（手当数） 8

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績（28年度決算） 左記職員に対する支給単価

税務職員手当 税務課職員
市民税，固定資産税，国民健
康保険税等賦課徴収事務

866 千円 月額　4,000円

徴収手当

税務課，保険課，福祉
課，上下水道課，都市

整備課職員

市税，国民年金保険料，介護保
険料，水道料金，下水道受益者
負担金，公営住宅使用料の徴収
のために外勤する場合の業務 22 千円

日額　300円

税務課職員
市税及び市の徴収金の滞納
強制処分並びに物件引上げ
業務

1件につき　300円

感染症等防疫手当
健康づくり課，農林水産

課職員

感染症の患者の救護，感染症
の病原体の付着した物件の処
理作業又は伝染病菌を有する
家畜の防疫作業

0 千円 日額　500円

社会福祉業務手当 福祉課職員
生活保護法による調査，指導
等の業務

210 千円 月額　3,500円

行旅病人及び行旅
死亡人取扱手当

福祉課職員
行旅病人の取扱い業務

0 千円
1件につき　1,000円

行旅死亡人の処理業務 1件につき　2,000円

へい死動物取扱手当 環境交通課職員 へい死動物の処理業務 11 千円 1件につき　500円

危険物取扱手当
免許資格を有し，危険物取扱業務を

市長が命じた職員 危険物取扱業務 45 千円 月額　1,000円

用地交渉手当
農林水産課，商工観光課，

都市整備課職員
公共用地の取得交渉のため
外勤する場合の業務

0 千円 日額　400円

150,124
711

71,884
339

２．職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は，「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理
職員，教育職員等，制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり，短時間勤務職員を含みます。
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　⑥　その他の手当（平成29年4月1日現在）

① 円
② 配偶者以外1人につき 円
③ その他

・子どもの年齢等による加算措置あり
（借家）
① 家賃額　月額23,000円以下

家賃額－12,000円
② 家賃額　月額23,000円超

（家賃額－23,000円）×1/2＋11,000円
支給限度額：27,000円
※自宅に係る住居手当は，H22.4.1
　 付け廃止

（交通機関等の利用者）
①

支給限度額：１箇月当たり55,000円
（交通用具（自動車等）の使用者）
② 片道2Km以上5km未満 円

③ 片道5Km以上10km未満 円

④ 片道10Km以上15km未満 円

⑤ 片道15Km以上20km未満 円

⑥ 片道20Km以上25km未満 円

⑦ 片道25Km以上30km未満 円

⑧ 片道30Km以上35km未満 円

⑨ 片道35Km以上40km未満 円

⑩ 片道40Km以上45km未満 円

⑪ 片道45Km以上50km未満 円

⑫ 片道50Km以上55km未満 円

⑬ 片道55Km以上60km未満 円

⑭ 片道60km以上 円

① 部長職（7級） 円

② 審議員兼課長職（6級・7級） 円

③ 課長職・総括（5級・6級） 円

④ 園長職・総括（4級・5級） 円

（注） 扶養手当の支給単価は平成28年度に支給した単価です。平成29年4月1日現在では国に準じて見直しています。

（５）　特別職の報酬等の状況（平成29年4月1日現在）

給料月額等
（参考）類似団体における最高額／最低額

円 円 ／ 円
円 円 ／ 円
円 円 ／ 円
円 円 ／ 円
円 円 ／ 円

（平成28年度支給割合）
月分

（平成28年度支給割合）

（算定方法） （１期の手当額） （支給時期）

（注） １．退職手当の「１期の手当額」は，１期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込み額です。
２．任期終了時とは，一つの任期（通常4年）が終了した時点のことです。

手当名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（H28決算）

支給職員1人当た
り平均支給年額

（H28決算）

扶養手当

配偶者 13,000

同 － 25,499 千円 227,670 円
6,500

住居手当 同 － 16,511 千円 279,848 円

通勤手当 同 － 10,025 千円 61,129 円

定期券又は回数券等による運賃等相当額

2,000

4,200

7,100

10,000

12,900

15,800

18,700

21,600

24,400

26,200

28,000

29,800

31,600

管理職手当

56,000

異

支給額（単価）
について，国よ
りも相対的に
低く設定

26,208 千円 557,618 円
48,000

44,000

39,000

区分

給
料

市 長 811,000 - -
副市長 641,000 - -

報
酬

議 長 401,700 - -
副議長

議 長
副議長

3.25

367,800 - -
議 員 346,900 - -

月分
議 員

退
職
手
当

市 長
給料月額（減額前の額）×在任月数×
42/100

16,350

期
末
手
当

市 長
副市長 3.25

7

千円 任期終了時

副市長
給料月額（減額前の額）×在任月数×
26/100

8,000 千円 任期終了時



３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）　勤務時間，休憩時間，週休日の状況（平成29年4月1日現在）
　○　1日の勤務時間7時間45時間，1週間の勤務時間38時間45分

休憩時間

12:00～13:00

（２）　年次有給休暇の状況（平成28年1月1日～12月31日）

総取得日数
全対象職員数

（人）
一人当たり

平均取得日数
取得率
（％）

955 161 5.9 15.1
※市長部局に勤務する一般職の職員が対象。

（３）　休暇制度の概要

介護休暇
相当期間，配偶者や父母等の介護を
行う

6月を超えない範囲（無給）

8

短期介護休暇 配偶者や父母等の介護を行う 年5日以内(対象が2人以上は10日）

組合休暇 許可を得て職員団体業務に従事 年30日以内（無給）

妊娠障害休暇 妊娠中の職員の妊娠障害 9日を超えない範囲

子の看護休暇 中学校就学前の子の看護 年5日以内(対象の子が2人以上は10日）

親族の死亡休暇（忌引） 親族の死亡 親族に応じ1日～7日

夏季休暇 7月～9月の期間における休暇 3日

妻の出産休暇 妻の出産時の入院付添い等 2日以内

男性の養育休暇
妻の出産に際して小学校就学前の子
の養育のため

5日以内

産後休暇 女性職員が出産した場合 8週間

育児時間休暇 生後満1年に達しない子の育児 1日2回，各々30分以内

結婚休暇 結婚式や旅行等の行事 連続する5日以内

産前休暇
8週間（多胎妊娠は14週間）以内に出
産予定

出産日までの請求期間

病気休暇 職員の負傷，疾病による療養 必要と認める期間（90日以内）

主
な
特
別
休
暇

骨髄提供のための休暇 骨髄液提供に際する検査，入院等 必要と認める期間

ボランティア休暇
各種ボランティア活動（被災者支援，
福祉施設等）

年5日以内　

総付与日数

6,340

休暇の種類 付与要件 付与日数

年次有給休暇 職員の請求時 年20日（繰越20日）を限度に付与

勤務時間 週休日

8:30～17:15 土曜日，日曜日



４　職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）　分限処分の状況（平成28年度）

地方公務員法 降任 免職 休職 降給 合計 失職

第28条第1項第1号 0 0 0

第28条第1項第2号，
第2項第1号

0 0 25 25

第28条第1項第3号 0 0 0

第28条第1項第4号 0 0 0

第28条第2項第2号 0 0

第27条第2項 0 0 0

0

0 0 25 0 25 0

(注）人数は延べの発令回数です。

（２）　懲戒処分の状況（平成28年度）

戒告 減給 停職 免職 合計

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

9

職務上の義務に違反し又は職務を
怠った場合

第29条第1項第2号

全体の奉仕者たるにふさわしくな
い非行があった場合

第29条第1項第3号

上記処分に伴う管理職の管理監督責任による場合

合　計

条例で定める事由による場合

地方公務員法第28条第4項により失職した者

合計

処分理由 地方公務員法

法令に違反した場合 第29条第1項第1号

処分理由

勤務実績が良くない場合

心身の故障の場合

職に必要な適格性を欠く場合

職制，定数の改廃，予算の減少に
より廃職・過員を生じた場合

刑事事件に関し起訴された場合



５　職員の服務の状況

（１）　服務に関する基本原則

　
・法令等及び上司の職務上の命令に従う義務 ・政治的行為の制限
・信用失墜行為の禁止 ・争議行為等の禁止
・秘密を守る義務 ・営利企業等の従事制限
・職務に専念する義務

営利企業等の従事許可の状況（平成28年度）

６　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

（１）　職員研修の実施状況（平成28年度の主なもの）
　①集合研修等

（２）　勤務評定の状況（平成28年度）

宇土市職員の人事考課に関する規程に基づき，毎年，勤務評定を実施しています。

しかし，平成28年度は熊本地震の影響により実施することができませんでした。

従いまして，以下①～③につきましては，例年実施している内容として公表しています。

　①　評定の時期及び活用分野

10

11月 昇給・昇格・配置・勤勉手当成績率

階層別研修（新任課長，係長） 対象職員

その他の研修
派遣研修（自治大学校・市町村アカデミー・日
本経営協会，熊本県市町村職員研修協議会
等）

各部からの推薦者

評定の時期 活用分野

※例年，専門研修として，人事評価に関する面接技法・評価者研修（課長補佐以上全職員対
象），人権に関する研修（全職員対象），接遇向上研修（希望者）及び階層別研修（5年目・10年
目の職員）等を行っていますが，平成28年度は熊本地震の影響により実施することができませ
んでした。

専門研修

研修内容 対　　象

　地方公務員には，「全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し，全力を挙げて職務に専念し
なければならない」という根本基準のほか，次のような義務が定められています。

区分 申請件数 許可件数

従事許可申請 2 2

分類



　②　職責ごとの評定項目

評定項目

業　　績

能　　力

勤務態度

業　　績

能　　力

勤務態度

業　　績

能　　力

勤務態度

　③　評価の段階

評語

S 大変優れている 上位資格，上位職と比較しても優れている

A 優れている 標準を上回る

B 標準 期待し求める基準を満たしている

C 劣っている 業務に支障がみられる

D 大変劣っている 業務に著しい支障がみられる
（注）　評定は絶対評価による。
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参事
主事
技師

幼稚園教諭

仕事の量，仕事の質，補佐･指導

知識･技能，理解力，創意工夫力，表現力，実行力，説得力（幼稚園教諭
にあっては自己管理力）
責任感，協調性，積極性，市民意識（幼稚園教諭にあっては保育愛），規
律性

評価の段階 基本的なレベル

部長
首席審議員

審議員
課長

仕事の量，仕事の質，補佐･指導，成績評定

知識，判断力，政策形成能力，事務事業評価力，統率力，渉外力

責任感，経営意識，革新性，先見性，倫理観

課長補佐
係長
園長

課付主幹

仕事の量，仕事の質，補佐･指導

知識･技能，判断力，企画立案力，事務事業説明力，指導力，調整力（園
長にあっては信頼性）
責任感，業務連携意識，革新性，市民意識（園長にあっては保育愛），規
律性

職　　責 評　定　要　素



７　職員の福利及び利益の保護の状況

（１）　職員の福利制度の状況（平成28年度）

区　分

共済制度

名　称

加入者

主な事業

主な財源

(注）職員互助会に対する市の補助金は，平成19年度から廃止しています。

（２）　公務災害の状況（平成28年度）

種　類 発生件数

通勤災害 0

公務災害 1

（３）　育児休業等の取得状況（平成28年度中に新たに育児休業を取得した職員について）

　①　育児休業承認期間 （単位：人）

６月以下
６月～

１年以下
１年～

１年半以下
１年半～
２年以下

２年～
３年以下

合　　計

男性職員 0 0 0 0 0 0

女性職員 0 4 2 2 0 8

合　　計 0 4 2 2 0 8

　②　部分休業承認期間 （単位：人）

６月以下
６月～

１年以下
１年～

１年半以下
１年半～
２年以下

２年～
３年以下

合　　計

男性職員 0 0 0 0 0 0

女性職員 0 0 0 0 0 0

合　　計 0 0 0 0 0 0

　③　部分休業取得時間 （単位：人）

３０分以下
３０分～

６０分以下
６０分～

９０分以下
９０分超 合　　計

男性職員 0 0 0 0 0

女性職員 0 0 0 0 0

合　　計 0 0 0 0 0

件数 処理の状況

0

0
12

公務作業中の骨折1件

１日の部分休業取得時間（平均）

　（４）利益の保護の状況
内容

職員の給与，勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求

職員に対する不利益な処分についての不服申立て

事案の概要

育児休業承認期間

部分休業承認期間

内　　容　（対象者）

熊本県市町村職員共済組合の制度による（全職員）

健康診断
定期健康診断（人間ドック受診者以外の全職員）

人間ドック（希望者）

互助組織

宇土市職員互助会

一般職（再任用含む），常勤の特別職

超音波検診・婦人がん検診助成，体育・文化活動助成ほか

収入合計：7,123千円
・職員負担の互助会費：4,833千円（職員１人平均約18千円）
・前年度からの繰越金：2,047千円



８　職員の競争試験及び選考の状況

（１）　採用試験の日程等（平成28年度）

申込受付期間 試験地

第
一
次
第
二
次

（２）　採用試験の結果等（平成28年度）

募集人員 応募者数 受験者数

９　報告・勧告，措置要求，不服申立ての状況（平成28年度）
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内　　容 実績

給与，勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況 無し

勤務条件に関する措置要求の状況 無し

3
(うち男性　0) (うち男性　0)

(うち女性　3) (うち女性　3)

不利益処分に関する不服申立ての状況 無し

職務
経験者

保健師 1 4 4
3

1 0
(うち男性　1) (うち男性　0)

(うち女性　0) (うち女性　0)

2
(うち男性　3) (うち男性　2)

(うち女性　0) (うち女性　0)

職務
経験者

土木 1 4 4

3
(うち男性　3) (うち男性　2)

(うち女性　2) (うち女性　1)

土木 1 9 8
3

高卒
程度

一般事務 2 15 14
5

幼稚園
教諭

1 8 6
2 1

(うち男性　0) (うち男性　0)

(うち女性　2) (うち女性　1)

0 0
(うち男性　0) (うち男性　0)

(うち女性　0) (うち女性　0)

7
(うち男性　8) (うち男性　4)
(うち女性　4) (うち女性　3)

資格
免許職

保健師 1 7 3

大卒
程度

行政 4 66 37
12

平成28年11月14日
平成28年12月1日

～
平成28年12月16日

平成28年12月25日
（平成29年1月13日）

宇土市
平成29年1月29日

（平成29年1月31日）

試験の種類 第一次合格者数 最終合格者数

幼稚園
教諭

高卒
程度

一般事務

土木

土木

職務
経験者

保健師

試験の種類 公告日
試験日

（合格発表日）

大卒
程度

行政

平成28年7月1日
平成28年7月25日

～
平成28年8月12日

職務
経験者

資格免許職

保健師
第
一
次

第
二
次

平成28年9月18日
（平成28年10月7日）

宇城市

平成28年11月3,4,6日
（平成28年11月14日）

宇土市



【参考】

第５次宇土市定員適正化計画（2015～2018）　－抜粋－
平成27年度（27年4月）策定
（平成29年3月一部見直し）

１．第５次定員適正化計画期間中の見直しの必要性

２．計画期間と目標数値

部門別・年度別推進計画一覧 (人）

部　門 区　分 H26 H27 H28 H29 H30 H31 累計

【259】 【258】 《265》 《269》 《4.26%》

258 258 258 258 258 258 ±0%

【+1】 【▲1】 《7》 《4》 《11》

- ±0 ±0 ±0 ±0 ±0 ±0

【16】 【14】 《12》 《9》 《51》

- (11) 11 5 13 9 38

【17】 【13】 《19》 《13》 《62》

- (11) 11 5 13 9 38

【178】 【177】

181 181 181 181 181 181 ±0%

【▲3】 【▲1】
- ±0 ±0 ±0 ±0 ±0 ±0

【46】 【48】

45 45 45 45 45 45 ±0%

【1】 【2】

- ±0 ±0 ±0 ±0 ±0 ±0

【34】 【34】

32 32 32 32 32 32 ±0%

【2】 【±0】

- ±0 ±0 ±0 ±0 ±0 ±0

（採用予定）

職員数

対前年増減数

職員数

対前年増減数

職員数

　本市では，平成27年4月に第５次定員適正化計画を策定した。
　この計画は平成27年度から平成30年度（平成31年4月１日現在）までの4年間を計画期間とし，
当該期間内においては，平成27年4月1日現在の職員数258人を維持するというものである。

　そのような中，平成28年4月に発生した熊本地震で本市は甚大な被害を受け，災害からの復旧・復興を進
めるにあたって最大の課題のひとつが人員の確保である。
　災害直後の初期対応では他自治体等からの短期的な応援を受け，7月以降は自治法派遣による中長期
的な支援により対応を行ってきたが，復興元年と位置付けている平成29年以降も復興業務は継続し，今後
終息する時期の見通しが立たない状況である。
　特に，災害復旧事業も含めた普通建設事業費は平成29年度予算で80億円（繰越明許費含む）を超えるこ
とが見込まれ，例年の5倍近い金額となっている。今後は庁舎建設，災害公営住宅等の建設も予定され，
総事業費は減少をしながらも継続することが見込まれ，今後は専門技術職（土木，建築など）の人員不足
が想定される。
　また，法改正等によりこれまで一般職で対応してきた分野への専門職配置が義務付けとなる業務がみら
れる。例えば要保護児童対策として児童福祉士，保健師等の配置が求められる点などである。
　この傾向は今後拡大することが見込まれ，新たな住民ニーズに応えるための組織体制づくり，人員配置
が求められる。

　さらに，本市では平成28年3月に女性活躍推進法に基づく「宇土市特定事業主行動計画」を策定した。女
性職員を取り巻く職場環境改善の取り組みを継続しているが，とりわけ出産，育児に関する事項は今後の
組織づくりの重要なポイントとなると考えられる。

　以上のようなことから，今回計画の見直しを行うこととする。

総　職　員

一般行政

特別行政

・《　》は今回の計画見直し後の数
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　　第5次計画の計画期間は平成27年度から平成30年度（平成31年4月１日現在）までの4年間であるが，
見直し後の計画期間を平成29年度から平成30年度（平成31年4月1日現在）とする。
　　見直し後の計画期間内において，平成29年4月1日現在の見込職員数258人を基準とし，平成31年4月1
日までに11人増員し269人とする。
　　年度別推進計画は，次表に掲げるとおりである。
　　なお，部門ごとの職員数は，災害復興事業に進捗状況により決定することとする。

・【　】は実績であるが，H29は計画見直し時点での予定者数。

公営企業等

職員数

対前年増減数

（退職予定）

対前年増減数



３．定員適正化手法の継続

(1)退職と職員採用

(2)早期（勧奨）退職の継続実施による組織の活性化

(3) 民間活力の活用・アウトソーシングの推進

(4) 効率的かつ機動的な組織体制の整備

(5) 事務処理の効率化

(6)任期付職員等の採用の検討

(7) 職員の能力向上に向けた職員研修の実施

(8)人材育成に主眼を置いた人事考課制度の活用

【年次別推進状況】
(数値は各年度4月1日現在)

現職員数 増減

目標数 181 181 181 181 181
実　績 178 177 179 ・・・ ・・・
目標数 45 45 45 45 45
実　績 46 48 43 ・・・ ・・・
目標数 32 32 32 32 32
実　績 34 34 36 ・・・ ・・・

《265》 《269》
目標数 258 258 258 258 258
実　績 258 259 258 ・・・ ・・・
進捗率 100.0% 99.6% 100.0% ・・・ ・・・ 100.0%

総　職　員
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公営企業等 36 2

258
▲ 1

H31
累計

一般行政 179 2

特別行政 43 ▲ 5

　災害復旧業務に従事するため任期付職員等の採用を検討する。

多くの部署において災害対応業務が増加，継続している状況であるが，将来の宇土市を見据えた復興とするためも
職員の能力向上は欠かせない。
　研修科目を十分精査したうえで職員研修を継続して実施する。
　また，人事評価制度，中でも面談等を充実させ，職員がやる気を持って業務に取り組めるような体制づくりを目指す。

部　門 区　分 H27 H28 H29 H30

　年齢構成，職種別職員数等の状況を考慮しながら，即戦力として民間経験者等も採用する。

　早期（勧奨）退職は継続実施し，組織の活性化を目指す。

　民間や市民による事業推進が効果的かつ効率的な個別業務においては，民間委託の推進や指定管理者制度の導
入を拡大する。

　復興を進めるにあたって，専門技術職員の確保は重要な課題である。現在配属している部署での必要数を確保した
うえで，これまでの前例に捉われない幅広い部署への配属を検討する。専門技術職であっても，将来の管理監督職と
して必要となる事務的分野の知識経験を習得する機会とする。

　各部署の業務について，常に改善に向けた問題意識を持ち，事務処理の効率化を図る。



【参考資料】

Ａ　前計画（第4次定員適正化計画）の実績

(数値は各年度4月1日現在)

Ｈ23 H24 H25 H26 H27

269 267 264 261 257

269 265 262 258 258

・・・ ▲ 4 ▲ 3 ▲ 4 0

・・・ ▲ 4 ▲ 7 ▲ 11 ▲ 11

・・・ ▲ 1.49% ▲ 2.60% ▲ 4.09% ▲ 4.09%

・・・ ▲ 33.33% ▲ 58.33% ▲ 91.67% ▲ 91.67%

Ｂ　過去の職員数の推移

累計削減率

最終目標に対する達成率
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　平成23年度に策定した第4次定員適正化計画は，平成23年度から平成26年度までの4年間を計画期間とし，平成23
年4月1日現在の総職員数269人を，平成27年4月1日までに257人（▲4.46％）とするものであった。しかし，当初予定し
ていなかった職員派遣が必要となったため，258人（削減率▲4.09％，達成率91.67％）となり，達成することができな
かった。

区　分

計　画　数

実 職 員 数

対前年職員増減数

累計削減数

318 
306 

298 
293 

284 279 276 271 269 265 262 258 258 259 258 

200

250

300

350

400

Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 H26 H27 H28 H29

年度（４月１日） 

職
員
数

 


